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「市民との協働によるまちづくり」を実践していくためには，市
民の皆さんに柏市の財政状況を知っていただくことが大切であると
考えています。

これまでも，「予算の概要」や「決算の概要」を作成し，公表し
てきましたが，これらの資料は，一般的に聞きなれない用語や数字
が整然と並んでいて，市民の皆さんには少々わかりにくい作りと
なっています。

そこで，平成23年度から，予算や決算の概要をわかりやすく解
説した「柏市のわかりやすい予算」と「どうなっているの柏市の財
政」を発行しています。

予算は「税金の使い方を決めること」で，決算は「結果として，
どのように使ったのか」を確認することです。特に民間の会社で
は，決算は会社の業績のまとめであるため注目されます。

「どうなっているの柏市の財政」では，柏市の財政状況を市民の
皆さんにわかりやすくお知らせするために，決算状況の推移や他市
との比較を，図表や指標を交えながら，できるだけ簡潔に表現する
よう心がけました。

本冊子によって，市民の皆さんが柏市の財政に興味を持っていた
だき，少しでも身近に感じていただければ幸いです。

令和2年３月
柏市長 秋山 浩保



　地方公共団体は，保育園や小・中学校の運営をはじめ，ごみの回収や処
理，子育てや高齢者，障害者の支援，道路や公園，水道，下水道の整備や維
持管理など，さまざまなサービスを行っています。

予算 決算

★1年間に使えるお金がどれくらい集まるかを予測したり計画したり，その
使い道を決めたりすることが予算で，その予算を1年間でどのように使った
か確認することが決算です。

　これらのサービスを計画的に行うために，毎年度，

　　① 使えるお金がどれくらい集まるかを予測したり，
　　② お金の使い道を決めたり，
　　③ 予定どおりにお金が使われたかを確認します。

　この資金調達から収支状況の確認までの，お金の管理や運用状態のことを
まとめて財政といいます。

1年間の収入と支出

を見積もる

1年間にどれくらいのサービ

スを行うのか計画する

決算の評価を

予算に反映させる

財政ってなに？

予算を執行

する

サービスを提

供する

1年間の実績や成果

を確認する

計画に対してどのようにお金

を使ったのか確認する

１

財政は市民生活に必要なサービスを提供するうえで重

要な役割を果たしています

柏市
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《会計別収支の状況》

http://www.city.kashiwa.lg.jp/soshiki/040100/p005485.html

１８億円 １０億円

① 病院事業 ③ 下水道事業 ※26年度より企業会計に移行

⑨ 後期高齢者医療事業

⑦ 学校給食センター事業

③ 駐車場事業

企業会計
② 水道事業

２２億円 ２３億円

詳しい内容は「平成３０年度決算の概要【市ホームページ】」で見ることができます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※駐車場事業は，平成２９年度末で特別会計を廃止しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※企業会計は，収益的収支の額を掲載しています。

一般会計 特別会計 企業会計

区分 ２９年度 ３０年度

　福祉，子育て，教育，
消防，道路や公園の整
備など，市民の暮らし
や，まちづくりに必要
な基本的な行政サービ
スを行う会計です。
　市税は主にこの一般
会計で使われています。

　保険料など特定の収
入によって事業を行い，
その収支を明確にする
ために一般会計とは別
に設置した会計です。
　国民健康保険事業な
ど8つの会計がありま
す。

　民間企業と同じよう
に事業収益によって運
営している会計です。
　病院事業，水道事業，
下水道事業の３つの会
計があります。

　平成３０年度はすべての会計が黒字で運営できました。一般会計では，市
税収入の増加などにより，前年度に比べ黒字収支が増加しています。

３６億円 ４３億円

特
別
会
計

一般会計

④ 介護老人保健施設事業

⑤ 介護保険事業

⑥ 北柏駅北口土地区画整理事業

⑧ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業

① 国民健康保険事業

② 公設卸売市場事業

平成３０年度決算を見てみよう２

柏市には「一般会計」「特別会計」「企業会計」の3

種類のお財布があります

2



詳しい内容は「平成30年度決算の概要【市ホームページ】」で見ることができます。

　一番身近なサービスを行っている一般会計を例に，収支の状
況がどうなっているのか見てみましょう。

　一般会計の決算は，収入では市税が増収になったことや支出では経費を節

約したことなどにより４３億円の黒字となりました。

http://www.city.kashiwa.lg.jp/soshiki/040100/p005485.html

その他

市債（借金）

国・県支出金

譲与税・交付金等

市税

その他

公債費

教育費

土木費

衛生費

総務費

民生費

市民の皆さんや市内に事業所があ

る法人が納めた市民税や固定資産

税など

国や県が必要だと認めた事業に対

して配分されたお金

手数料や保育料，繰越金など

5３%

21%

５%

10%

国から配分されたお金

11%

６２億円

６８０億円

２７６億円

１３６億円

保育園の運営，生活保護，高齢者

や障害者の支援など福祉に使われ

たお金

道路や公園の整備に使われたお金

4４%

ごみの処理などに使われたお金

５３９億円

消防費，商工費など

10%

収入総額１,２８５億円 支出総額１,２３０億円

５５億円

一般会計は４３億円の黒字となりました

学校の整備や運営に使われたお金

1１%

収入総額から支出総額を差し引いた5５億

円から，令和元年度に繰り越した事業の財

源（12億円）を引いた４３億円が

実質的な黒字です。

７%

庁舎の管理や戸籍など市役所の全

般的な仕事に使われたお金

10%

１１７億円

１２７億円

１３２億円

１１０億円

８４億円

９%

借りたお金の返済金
９%

１２１億円

１３１億円
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合計 1,399億円 43億円

幼児教育の無償化に伴う給食費の助成に係る経費
ほか

12月補正

2月補正

9億円 4億円 秋の台風被害に対する被災支援に関する経費ほか

40億円 10億円 小中学校の施設や校内ＬＡＮの整備ほか

9月補正

主な内容

1億円 1億円

1,343億円 5億円

1億円 プレミアム付商品券の販売にかかる経費ほか

条例に基づき黒字の1/2以上を財政調整基金へ積
立て

6億円

予算区分

当初

6月補正

予算額
左のうち
繰越金

22億円決算剰余金の積立て

《令和元年度補正予算の内容》

2億円

1億円

50億円

1,302億円

1億円

国の補正予算で措置された小中学校施設整備事業
ほか

1億円

　平成３０年度決算の黒字額43億円のうち，22億円を財政
調整基金に積み立てました。残りの21億円については，当初
予算のほか緊急性や必要性の高い事業の財源として使ってい
ます。

《平成３０年度補正予算の内容》

予算区分
左のうち
繰越金

1,245億円当初

6月補正 4億円

19億円
条例に基づき黒字の1/2以上を財政調整基金へ積
立て決算剰余金の積立て

　黒字は半分を積立てるほか，翌年度の補正予算の財源として
使われます。

　本来，予算は当初予算のみの1回とするのが望ましいのですが，国の補助金
等の変動や緊急やむを得ない場合などには事業を追加したり，中止したりす
ることがあります。この事業の変更に伴う予算を補正予算といいます。

　平成２９年度の黒字額（繰越金）３６億円は，次の内容で使いました。

ブロック塀の安全対策や私立保育所等の防犯対策
強化への対応ほか

小中学校の教室不足への対応，公立保育園の維持
補修工事ほか

子ども医療費の所得制限の撤廃に伴う経費ほか

主な内容

9月補正

1２月補正

2月補正

合計 36億円

9億円

予算額

5億円

1億円

黒字は何に使われるの？
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http://www.city.kashiwa.lg.jp/soshiki/040100/p005485.html

詳しい内容は「平成30年度決算の概要【市ホームページ】」で見ることができます。

　収入には，市税のほか，国や県からの補助金，市債（借金）などがありま
す。収入の柱である市税収入は全体の5３％を占めています。

　また収入は「自主財源」と「依存財源」に分けられます。自主財源が多い
ほど財政が安定し，市独自の事業をより多く行うことができます。

自主財源

816億円

63%

依存財源

469億円

37%
市税

680億円

53%

繰入金・繰越金

57億円

4%使用料・手数料

32億円

2%

分担金・負担金

15億円

1%

その他

32億円

3%

国・県支出金

276億円

21%

市債

62億円

5%

譲与税・交付金

98億円

8%

地方交付税

33億円

3%

一般会計収入総額

１,２８５億円

•学校や道路などをつくるとき
に国からもらう補助金や，市
債（借金）などの収入

依存財源

•市税や保育料，ごみ処理手数
料など，市が自主的に集める
ことができる収入

自主財源

収入では，市税収入が全体の約半分を占めています

•市民の皆さんや
市内に事業所が
ある法人が納め
た市民税や固定
資産税など

市税

•基金（貯金）を
取り崩したお金
や，前年度から
繰り越したお金

繰入金・繰越金

•施設の利用料や
証明書の発行手
数料など

使用料・手数料

•保育料(私立)な
ど

分担金・負担金

•寄附金や不動産
の売り払いによ
る収入など

その他

•国や県が必要だ
と認めた事業に
対して配分され
たお金

国・県支出金

•施設の建設や地
方交付税の不足
を補うために銀
行などから借り
入れたお金

市債

•いったん国税や
県税として集め
てから，自治体
に配分されたお
金

譲与税・交付金

•自治体の財政力
に応じて国から
配分されたお金

地方交付税
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詳しい内容は「平成30年度決算の概要【市ホームページ】」で見ることができます。

　支出の状況を目的別に見てみると，民生費が全体の約4割を占めています。
子どもや障害福祉関連の負担金や扶助費等の増加により，民生費は増加して
います。

　支出の状況を性質別に見てみると，毎年度必ず支出しなければならない義
務的経費（人件費・公債費・扶助費）が全体の半分以上を占めています。

http://www.city.kashiwa.lg.jp/soshiki/040100/p005485.html

総務費

121億円

10%

民生費

539億円

44%

衛生費

117億円

9%

土木費

127億円

10%

消防費

50億円

4%

教育費

132億円

11%

公債費

110億円

9%

その他

34億円

3%

義務的

経費

657億円

53%

その他

573億円

47%

人件費

210億円

17%

公債費

110億円

9%

扶助費

337億円

27％

普通建設

事業費

101億円

8％

物件費

219億円

18%

繰出金

76億円

6%

補助費等

96億円

8％

積立金

41億円

4%

その他

40億円

3%

一般会計支出総額

１,２３０億円

支出では，目的別で見ると「民生費」「教育費」，性質別で

見ると「義務的経費」の割合が大きくなっています

•庁舎の管理や
戸籍など市役所
の全般的な仕事
に使われたお金

総務費

•保育園の運
営，高齢者や障
害者の支援など
に使われたお金

民生費

•ごみの収集や
処理，保健所の
運営などに使わ
れたお金

衛生費

•道路や公園な
どの整備に使わ
れたお金

土木費

•消防署の整備
や管理，救急活
動などに使われ
たお金

消防費

•学校の整備や
管理・運営など
に使われたお金

教育費

•道路や公園な
どをつくるとき
に借り入れたお
金の返済金

公債費

•中小企業，農
業，労働者の支
援，議会運営な
どに使われたお
金

その他

•職員の給料や
手当，議員の報
酬などに使われ
たお金

人件費

•道路や公園な
どをつくるとき
に借り入れたお
金の返済金

公債費

•生活保護，高
齢者や障害者の
支援などに使わ
れたお金

扶助費

•道路や学校，
公園などの整備
に使われたお金

普通建設事業費

•臨時職員の賃
金，施設の管理
運営などに使わ
れたお金

物件費

•国民健康保険
や駐車場事業な
ど，特別会計に
使われたお金

繰出金

•各種団体への
補助金などに使
われたお金

補助費等

•各種基金（貯
金）に積み立て
たお金

積立金

•施設の修繕，
出資金，貸付金
などに使われた
お金

その他
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《決算額の推移》

次ページ以降で掲載の市民1人あたりの金額は各年度の住民基本台帳の人口で算出しています。

※収入支出の内訳は「決算カード【市ホームページ】」で見ることができます。

　ここからは他市との比較や，決算額の推移から柏市の財政が
どうなっているのか，『普通会計』の決算で見てみましょう。

　普通会計の決算規模は，前年度と比べて収入・支出ともに0.8％の減少とな
りました。

　減少の主な理由として，収入では地方債の借入が減少したこと，支出では
新設中学校の整備が完了したことがあげられます。

※普通会計とは他市との比較に使う会計です。柏市の普通会計は，一般会計に特別会計（8
会計）のうち北柏駅北口土地区画整理事業，学校給食センター事業，母子父子寡婦福祉資
金貸付事業の３つの会計を合わせたものです。

（億円）

http://www.city.kashiwa.lg.jp/soshiki/040100/p007460.html

柏市の財政状況はどうなっている
の？３

地方自治体の財政規模は，各自治体によって，設置される会計

や一般会計の範囲が異なっていて単純には比較できません。

このため，全国統一の基準でつくる統計上の会計(普通会計)が必

要になります。

1,183 1,151 1,191 1,227
1,149

1,203
1,313 1,270 1,296 1,286

1,128 1,096 1,109 1,148
1,088

1,147
1,264 1,216 1,240 1,230

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

収入

支出

収入支出ともに前年度と比べて減少しました
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《市税の推移》

《市民1人あたりの市税収入》

　市税は，個人市民税，固定資産税等が増加し，増加傾向で推移していま
す。

　平成２３年の東日本大震災の影響等により減収が続いていましたが，平成
２５年度以降は前年度決算額を上回っています。

※その他：事業所税，都市計画税，市たばこ税，軽自動車税など

　市民1人あたりの市税収入は中核市平均と比べて高くなっていま
す。

　税収（自主財源）が減少すると市独自の事業が困難になっていきます。

（円）

（億円）

個人市民税

法人市民税

固定資産税

その他631 623 621 621 629 646 646 653 670 680

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

160,591円 169,736円
155,450円

138,895円
153,154円

161,566円 172,007円
156,509円

138,984円
153,984円

0

50,000

100,000

150,000

200,000

柏市 市川市 船橋市 松戸市 中核市平均

H29

H30

市税収入は増加傾向で推移しています

東日本大震災
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《借入額と返済額の推移（普通会計）》

《借入額の内訳（普通会計）》

（億円） （億円）

　平成17年度以降は，新規の借入れを毎年度の元金返済額以内とすることで
借金の残高を減らしています。
　ただし，市債残高が近隣市と比べ多いため毎年度の返済額は高い水準で推
移しています。

※借金の状況は，P1７「4 柏市の借金はどうなっているの？」で詳しく説明しています。

（億円）

　建設費の財源のほか，国から交付される現金が足りないた
め，その不足分を補うための借金をしています。

　「臨時財政対策債」は，国が地方交付税として交付する現金が足りないた
め，その不足分を補うための借金です。国の財政状況が厳しいため，臨時財
政対策債の発行が続いています。

1,166

市債残高

885
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臨時財政対策債

事業債

借入額の内訳

新規の借入れを抑制して借金を減らしています
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《支出総額の推移》

《義務的経費の推移》

※人件費，扶助費，公債費は毎年度の支出が義務付けられていて簡単に減らすことが

   できないため，「義務的経費」といいます。

（億円）

（億円）

　人件費，公債費，扶助費を合わせた義務的経費は昨年度と比較するとほぼ横ばい
ですが，増加傾向にあります。
　義務的経費のうち，
　人件費は，退職者数は増加しましたが，給与水準や職員数の適正化により減少傾
向にあります。
　公債費は，市債残高は減少傾向ですが返済額は高い水準で推移しています。
　扶助費は，介護給付費や私立保育所等に対する負担金などが増加しています。

　義務的経費の割合が大きくなると，新しいサービスや公共施設の建設などが難し
くなります。

　義務的経費のうち扶助費は増加傾向にあります。子育て世代や障害者の
支援，生活保護費などに必要な支出は毎年増加しています。

238

人件費

202
159

扶助費

337

138 公債費

105
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公債費

投資的経費

その他

535
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1,128 1,096 1,109 1,148
1,088
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1,264
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義
務
的
経
費

市民の暮らしを支

える扶助費は増加

傾向です！

義務的経費は増加傾向で推移しています
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《市民1人あたりの人件費》

《市民1人あたりの人件費》

《市民1人あたりの公債費》

「公債費」いわゆる借金の返済額は他市と比べて高くなって
います。

　新規の借入れを抑制していますが，これまでにつくばエクスプレス沿線の
開発や清掃工場の建設など，公共投資や公共施設の整備を積極的に進めてき
たため，返済額は他市と比べて高くなっています。

（円）

（円）

「人件費」は定員や給与水準の適正化，事務事業の臨時職員対
応などにより，他市と比べて低くなっています。

（円）

主に正職員の給与である「人件費」と臨時職員の給与である
「賃金（物件費）」の合計額で比較すると，他市と比べて同
じくらいの水準となっています。

31,148円
19,547円

18,918円
19,752円

42,241円

25,084円
16,379円 20,701円 18,351円

39,603円
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40,000
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H25
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52,729円 61,904円 53,408円 53,705円
57,346円
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義務的経費の市民1人あたりの金額を比べてみました

また…

60,927円 68,979円 58,232円 57,453円 61,116円

57,485円 62,954円 59,036円 55,793円 62,934円
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30,000

60,000
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《市民1人あたりの扶助費》

《市民1人あたりの物件費》

（円）

「扶助費」は他市と比べて低いものの，5年で1.3倍に増えて
います。

　少子・高齢化の進展などにより扶助費が増大しています。扶助費は，その
支出が法律で義務付けられているものが多く簡単には削減できません。

　「物件費」は他市と比べて高くなっています。

　臨時職員の活用，ごみの収集や処理業務の委託化，民間事業者による公共
施設の管理や運営などを進める中で，人件費が減少する一方で物件費は高く
なっています。

（円）

46,079円 49,890円 40,317円 39,328円 45,551円

52,441円 50,398円 48,508円 45,316円 50,723円
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H25

H30
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《扶助費の内訳》

《扶助費が増える理由》

　扶助費は何が増えているの？

　生活保護費や障害者の支援に必要な支出が毎年増加しています。また，子
育て支援の充実に伴い，児童福祉費が増加しています。

　少子・高齢化の進展や景気の低迷などを背景に扶助費が毎
年増加しています。

57
71 76

93
87

社会福祉

89
96

108 114 119
127

児童福祉

133

68 74 76 80 82

生活保護

83

1 1 2 1 1

老人福祉

1

21 24 27 29 30

その他

31

0

20

40

60

80

100

120

140

H25 H26 H27 H28 H29 H30

（億円）

なぜ扶助費は増えるの？

家族形態の変化

高齢者人口の増

国保

23

25

34

34

24

24

介護

27

29

32

33

36

38

後期高齢

28

30

32

35

37

39(注)

0 20 40 60 80 100

H25

H26

H27

H28

H29

H30

《一般会計から特別会計への繰出等》

扶助費に準ずる主なもの

（億円）

※老人福祉が少ないの

は，後期高齢者医療や介

護保険などの事業が特別

会計という別のお財布で

処理されているためなん

だね。

(注)後期高齢分は千葉県後期高齢者医療広域連合への療

養給付費負担金，広域連合市町村負担金を含む。

（Ｈ30は39億円のうち，それぞれ30億円，1億円）

景気の低迷

少子化の進展

女性の活躍促進

生活困窮者の増

高齢者単身世帯の増

高齢化の進展

国をあげて少子化対

策の拡充

共働き家族の増

生活保護費の増

医療・介護などの福

祉サービス費の増

子育て支援費の増

保育需要の増
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【歳入】

【歳出】 （単位：億円）

1 医療・保健衛生

2

3

4

5

6

※１　一般事務経費や事務費充当分に係る特別会計繰出金など，一部経費を除いて計上しています。

※２　地方消費税交付金は，各事業費から特定財源を除いた額で按分して充当しています。

※３　表示単位未満を四捨五入しているため，合計額が各項目の合計と一致しないことがあります。

【社会保障施策に要する経費の構成比】

地方消費税交付金

（うち社会保障財源分）

74

31

85 63

社会保障施策
に要する経費

（※1）

うち地方消費
税交付金
（※2）

4

3 61

2

90 26

0 12

分野

合計

その他

貧困・格差対策等

障害者福祉

3

4 0 0 4 1

0 22

 医療・保健衛生
　・国民健康保険事業特別会計繰出金
　・療養給付費負担金
　・後期高齢者医療事業特別会計繰出金

介護・高齢者福祉
　・介護保険事業特別会計繰出金

子ども・子育て
　・児童手当
　・私立保育所負担金・補助金
　・児童扶養手当

障害者福祉
　・介護給付費・訓練等給付費等

貧困・格差対策等
　・生活保護費

子ども・子育て

介護・高齢者福祉

492 202 63 227 31

一般財源

　平成２６年４月より消費税率が５％から８％に引き上げられました。
   増収分については，社会保障施策の経費に使うこととされています。
　平成３０年度決算の使いみちは次のとおりです。

その他
特定財源

14

64 25 12 27

236 87

国・県支出金

48 101

8

13 1

消費税の使いみちはどうなっているの？

医療・保健衛生

18.2%
介護・高齢者福祉

2.7%

子ども・子育て

48.1%

障害者福祉

13.0%

貧困・格差対策等

17.2%

その他

0.8%
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【歳入】 （単位：億円）

【歳出】 （単位：億円）

1

2

3

4

5

6

※　表示単位未満を四捨五入しているため，合計額が各項目の合計と一致しないことがあります。

【事業費及び財源の内訳】

街路整備

19 2 13 4 4

合計 73 4 16 52 52

その他 0 0 0 0 0

地方債償還費 39 0 0 39

下水道整備 4 0 0 4 4

39

市街地再開発

公園整備 6 2 2 2

4 1 1 2 2

2

分野 事業費 国・県支出金
その他

特定財源
一般財源 うち都市計画

税充当額

　都市計画税は，都市計画法に基づいて行う都市計画事業又は土地区画
整理法に基づいて行う土地区画整理事業に要する費用に充てるため，こ
れを課税するものです。
　平成３０年度における都市計画事業等及びこれに充当する都市計画税
は，次のとおりです。

都市計画税決算額 52

都市計画税の使いみちはどうなっているの？

街路整備

5.0%
公園整備

8.9%

市街地再開発

26.4%

下水道整備

5.8%

地方債償還費

53.9%国・県支出金

5.9%

地方債

14.3%

その他

7.7%

都市計画税

72.0%

一般財源

0.1%

財源(100%)

72億6,600万円

事業(100%)

72億6,600万円
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《経常収支比率の推移》（％）

※上のグラフから高い水準で推移していて財政に余裕がなくなって
いることがわかります。

　経常収支比率は財政の硬直化を示す指標ですが，見方を変えると「自由に
使えるお金がどれくらいあるか」を示す指標になり，財政の余力を測ること
ができます。

　比率は，市税など毎年度決まって収入されるお金が，人件費，公債費，扶
助費などの必ず支払わなければならない経費にどれくらい使われているかを
示していて，数値が低いほど財政に「ゆとり」があるというものです。

　柏市の平成30年度の経常収支比率は，扶助費をはじめとする社会保障のた
めの支出が増加したため，数値は前年度に比べて上昇しました。依然として
高い水準にあり，引き続き注意が必要な状況です。

※家計に例えると，給料に占める食費やローン返済額の割合のようなもので，比率が低け
れば自由に使えるお金が多くなるというものです。比率が100％を超えるということは，
食費などの決まった支払いだけで給料がすべて出ていってしまい，貯金や借金に頼らない
と家計が成り立たないことを表します。

94.5

船橋市 96.0

93.7
松戸市 93.0

88.9

市川市 89.7

92.2 中核市平均 92.5

96.6

柏市 90.8

88

91

94

97

100

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

自由に使えるお金

一般的に市では70～80％程度が望ましいと考えられていて，80％

を超えると財政に余裕がないと言われています。自由に使えるお金が

少ないと社会情勢の変化や市民のニーズに対してすぐに対応できない

ため，「財政に弾力性がない」や「財政が硬直化している」と表現さ

れます。

自由に使えるお金が少ない状況が続いています

「経常収支比率」で財政状況のゆとりがわかります

自由に使えるお金
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《債務残高の推移》

《市債残高の内訳》 ※下水道事業会計は，平成26年度より特別会計から企業会計に移行（億円）

（億円）

　平成３０年度末の柏市全体の借金の残高は約１,３３３億円で
す。また借金のほかに，債務負担行為（数年間にわたる契約に

より約束された支払い）のうち借金として扱うものが約１５５
億円あります。（借金として扱う債務負担行為＝主に土地開発公社に先買
いしてもらった土地を市が買い戻すための支払い）

　将来世代に負担を残さないよう「返す以上に借りない」ことを基本に新規
の借入れを抑制しているため，借金の残高は平成１６年度をピークに減少し
ています。

　借入金は，道路，学校，公園，下水道などの整備のほか，国から交付され
る財源（地方交付税）の不足分を補うために使われています。

1,920 1,842 1,744 1,682 1,600 1,559 1,504 1,448 1,394 1,333

235
219

189 172 172 153 139 126 159 155

2,155
2,061

1,933 1,854 1,772 1,712 1,643 1,574 1,553 1,488

0

500
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1,500
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2,500

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

債務負担行為

市債

借金はどれくらいあるの？

柏市の借金はどうなっているの？４
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企業会計債

特別会計債

臨時財政対策債等

合併特例債

普通債
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　建設費を多世代で負担するため1人
あたりの負担は小さくなります。

　市債（借金）には「現在の市民と将来の市民の負担を公平に
する役割」と「毎年の支出を平均にする役割」があります。

　公共施設の建設には一時期に多額のお金が必要になります。これをその年
度の収入だけで賄ってしまうと他の事業ができなくなってしまいます。

　また，公共施設は現在の市民だけでなく，長期間にわたって将来の市民も
利用するものであるため，公平にその費用を負担してもらうという意味か
ら，市債を活用しています。

また，1人あたりの負担は…

　建設費をその年度の市民だけで
負担するため1人あたりの負担は大
きくなります。

借金をしないと…

　例えば，小学校の建設にかかっ
た費用を一度に払ってしまうと…

　学校や保育園の運営，道路の整
備や管理などに必要なお金が足り
なくなってしまいます。

借金をすると…

負担 負担 負担

将来の市民も公平に建設費用を負担

負担

現在の

市民 将来の市民

1年後 2年後 3年後

負

担

現在の

市民 将来の市民

1年後 2年後 3年後

どうして借金をするの？
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《実質公債費比率の推移》

《実質公債費比率の比較》

　国の基準「実質公債費比率」で見てみると…

　借金の返済額が身の丈にあったものかどうかを判断する基準に「実質公債
費比率」というものがあります。1年間の収入に対して返済額がどれくらい
の割合になるのか，借金返済の負担が大きすぎないかチェックするもので
す。

　この割合が年収の25％を超えるとイエローカードです。柏市の数値は
2.9％で国の基準や中核市平均，県内の市平均を下回っていますが，近隣市
と比べて高い位置にあります。

※家計に例えると，家や車のローン，クレジットカードで買い物をした支払いなどの返済額が，年
収の25％以上となった場合は，借金漬けの可能性が高いということで危険信号です。

        ※中核市平均及び県内他市平均は，公表値が「－」の場合，0として算出しています。

https://www.pref.chiba.lg.jp/shichou/zaisei/kenzenka/h30.html
        ※他市の数値は「平成30年度決算に基づく健全化判断比率（確定値）【千葉県ホームページ】」より

（％）

（％）

※詳しい内容は「健全化判断比率の公表【市ホームページ】」で見ることができます。

http://www.city.kashiwa.lg.jp/soshiki/040100/p005482.html
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借金の返済は大丈夫なの？

実質公債費比率の数値は年々

低くなって，中核市平均を下

回りましたが，近隣市と比べ

ると高い位置にあります。
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《将来負担比率の推移》

《将来負担比率の比較》

       ※中核市平均及び県内他市平均は，公表値が「－」の場合，0として算出しています。

　国の基準「将来負担比率」で見てみると…

　借金や債務負担行為，職員の退職金など，将来支払わなければならない負
債が，1年間の収入に対してどれくらいあるのかを判断する基準に「将来負担
比率」というものがあります。

　この割合が年収の3.5倍を超えるとイエローカードです。柏市の数値は算定
結果がマイナスとなっています。国の基準や中核市平均，県内の市平均を下
回っています。

※家計に例えると，家や車のローン残高，クレジットカードの支払い残高など，これから
返済しなければならないお金の総額が年収の3.5倍以上となった場合は，今後ローンの返済
に追われ，家計が成り立たなくなるということで危険信号です。

https://www.pref.chiba.lg.jp/shichou/zaisei/kenzenka/h30.html

（％）

（％）

       ※他市の数値は「平成３０年度決算に基づく健全化判断比率（確定値）【千葉県ホームページ】」より

※詳しい内容は「健全化判断比率の公表【市ホームページ】」で見ることができます。

http://www.city.kashiwa.lg.jp/soshiki/040100/p005482.html
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将来の負担は大丈夫なの？

将来負担比率の数値は中

核市平均を下回っており，

年々低くなっています。
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　平成19年に地方公共団体の財政破たんを未然に防ぐことを
目的に「財政健全化法」という法律ができ，財政状況が良好か
どうかを判断する指標「健全化判断比率」を議会や市民の皆さ
んに公表することが義務付けられました。

　健全化判断比率は，①実質赤字比率　②連結実質赤字比率　③実質公債費
比率　④将来負担比率の4つの指標で構成されています。

　①は一般会計等の年間の赤字の状況，②は全会計の年間の赤字の状況，③
は借金返済の状況，④は将来負担が見込まれる負債の状況をチェックするも
のです。

　健全化判断比率から見た平成30年度の柏市の財政状況は，いずれの指標も
危険信号を示す「早期健全化基準」を下回っています。

H30

Ü
（△5.67）

Ü
（△26.69）

H29

Ü
（△4.82）

Ü
（△26.30）

① 実質赤字比率※１

② 連結実質赤字比率 16.25 30.00

（％）

比率 早期健全化基準
（イエローカード）

財政再生基準
（レッドカード）

柏市

4.1③ 実質公債費比率

11.25 20.00

25.0 35.02.9

「早期健全化基準」「財政再生基準」とは…

　市の財政状況が悪化し，危うくなったときにイエローカー
ド（早期健全化基準）で警告します。
　そして，さらに財政状況が悪化し，自主的に財政の立て直
しができなくなったときはレッドカード（財政再生基準）
で，国・県の関与のもと確実な財政の立て直しに着手するこ
ととなります。

Ü
（△31.1）

Ü
（△14.7）

※１　実質赤字比率は「△」の表示は数値が黒字であることを示します。例：平成30年度
　　の実質赤字比率「△5.67％」は黒字率「5.67％」になります。
※２　将来負担比率は負債等の将来負担額に対して，充当可能財源（基金などの貯金）が
　　上回ったため，算定結果がマイナスとなっています。

④ 将来負担比率※２ 350.0

～ちょっとひと休み～

健全化判断比率ってなに？
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《基金積立高の推移》（億円）

　市の貯金のことを基金といいます。
　平成24年度決算から災害や急激な経済変動に備えて黒字額
の2分の1以上を財政調整基金に積み立てています。
　また，今後の課題である老朽化した施設の更新に備えて公共
施設整備基金を設置し，積み立てを行っています。

（％）

《市民1人当たりの財政調整基金積立高》 《標準的な収入規模に対する割合》

　安定した財政運営が行えるよう，財政調整基金の積立目安を標準的な収入

規模の１０％以上としています。平成30年度決算では13.4％と目標を上回
りました。

11.6

市川市

22.021.1

船橋市

10.0

10.1

松戸市

14.8

中核市平均

11.3

中核市平均

10.9

15.5 柏市

13.4
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財政調整基金 公共施設整備基金 その他特定目的基金

一般家庭に貯金があるように市にも貯金があります

柏市に貯金ってあるの？５

24,980

38,929

17,920

25,755
23,582

0

10,000

20,000

30,000

柏市 市川市 船橋市 松戸市 中核市平均

（円）
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※詳しい内容は「柏市行政経営方針【市ホームページ】」で見ることができます。

見直したお金を活用して･･･

　まちづくりにはお金がかかります。しかし，景気の急速な回復が見込めな
い中，福祉や医療など市民生活を支えるお金は今後も増加する見通しです。
　そこで柏市では，健全な財政運営をしながら地域の特性を活かしたまちづ
くりを進めるため，お金の使い方や集め方を見直しています。
　

■企業誘致などにより税収確保を推進します
■適正化基準に基づき，受益者負担を見直します
■使っていない財産は売却して財源を確保します
■事業の外部化等を推進し，職員定数を見直します
■ガイドラインに基づいて補助金を見直します

 　　　■充実した教育が実感でき，子どもを安心して産み育てられる
 　　　■健康寿命を延ばし，いつまでもいきいきと暮らせる
 　　　■地域の魅力や特性を活かし，人が集う活力あふれる

　　　　　　　　　　　　まちづくりを進めています。

健全な財政運営のためお金の使
い方や集め方を見直しています６

柏市第二次行政経営方針（平成２８～令和２年度）

健全財政確保のための基準値
経常収支比率

91％以下

実質公債費比率

5％以下

市債残高比率

120％以下

自由に使えるお

金を増やします

借金返済の割合

を抑えます

経常収支比率

89.8％
将来負担比率

△31.1%
市債残高比率

99.6％

平成30年度決算の状況
臨時財政対策

債を発行可能額

で算定したもの

将来負担比率

20％以下

将来への負担を

抑えます

実質公債費比率

2.9％

借金残高を抑え

ます
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《平成３０年度の繰入状況》

会計 支出総額 事業概要
左のうち繰入金

※（ ）内はルール外分

　国民健康保険事業などの特別会計は，保険料や使用料などの収入ほか，一
般会計からの繰入金（法律等に基づく支出や財源補てんのための支出等）

７５.７億円で賄われています。

収入総額

2.9億円

（-）

国民健康保険 378.9億円
柏市の国民健康保険に加入している
方の医療費の給付など

23.9億円 （-）

（-）

（0.9億円）

（2.9億円）

公設市場

介護老人保健施設 1.7億円0.9億円

北柏駅北口土地区画整理

介護保険

381.3億円

7.8億円

1.8億円

公設市場の管理運営

介護老人保健施設「はみんぐ」の管
理運営

0.6億円 6.5億円

10.3億円

261.4億円

4.8億円

0.5億円

50.5億円

9.0億円

学校給食センター 4.6億円

母子父子寡婦の方への貸付け

2.2億円

257.1億円37.6億円

母子父子寡婦福祉資金貸付 0.4億円0.1億円

北柏駅北口の土地区画整理事業

75歳以上の方の医療費を給付

要介護・要支援者の方への保険
給付など

※ルール外：法令や総務省が示す基準を超えた分や，基準が示されていない分になります。地方交付税の需要
額に算入されないなど，増加すると一般会計の財政状況を圧迫する要因となります。

（2.2億円）

（-）後期高齢者医療 50.0億円7.5億円

（-）

旧沼南地域の小中学校（11校）に
給食を提供

特別会計はどうなっているの？７

特別会計は保険料や使用料などの収入のほか，一般会

計からの繰入金（税金）で賄われています。

繰出金

75.7億円

一般会計支出総額

１,２３０億円

２３.９億円

７.５億円

３７.６億円

※特別会計は，保険料など特定の収入によっ

て事業を行い，その収支を明確にするために

一般会計とは別に設置した会計です。

※各会計の単位未満を四捨五入しているた

め，繰出金と繰入金の合計は一致しない場合

があります。

その他６.７億

国民健康保険事業

３８１.３億円

介護保険事業

２６１.４億円

後期高齢者医療事業

５０.５億円

市場事業

７.８億円

介護老人保健

施設事業

1.８億円

北柏事業

10.３億円

給食ｾﾝﾀｰ事業

4.８億円

母子寡婦福祉

資金貸付事業

0.５億円
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０.８億円

０.９億円その他

　国保加入者の医療費に対する保険給付
や，国民健康保険広域化の開始に伴い，
千葉県への国民健康保険事業費納付金な
どを管理する会計です。

医療費のうち，保険者負担分は国・県補助金などの公費と加入者が納める
保険料で賄うことが原則ですが，これだけでは経費を賄うことができないた
め，一般会計から，保険料を軽減するための制度に基づく繰入れなどを行っ
ています。

《一般会計繰入金の内訳》

2３.９億円

内容

ルール分（※）

合計

出産育児一時金の一部

人件費・事務費

低所得者の保険料軽減

繰入額

2３.９億円

１６.６億円

５.６億円

一般会計繰入金
その他

国・県支出金

保険料

その他

国民健康保険事業

費納付金

保険給付費

国保に加入している人が納めた保

険料

収入総額 ３８１.３億円 支出総額 ３７８.９億円

繰越金など

保険給付に必要な費用に対する交

付金など

８８.７億円

２６１.７億円

23%

69%

2%

6%

国保に加入している人にかかった

医療費（自己負担分を除く）など

68%

１０７.２億円

２５７.８億円

国民健康

保険事業

28%

１３.９億円２３.９億円
７.０億円

※ルール分

法律に基づき，

低所得者の保険料の

軽減や給付事務にか

かった経費などに対

する繰入れ

事務費など 4%
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　公設市場の管理や運営にかかった経費
を処理する会計です。

　主に業者からの売上高による市場使用料や施設使用料などの収入を財源と
して，施設の管理運営を行っています。

　収入総額から支出総額を差し引いた１.３億円は，次年度以降に行う施設の
改修工事等の財源として活用します。

 （億円）
《事業収入の推移》

一般会計繰入金

その他

繰越金

事業収入

公債費

整備費

事務費

電気料の立替金収入など

収入総額 ７.８億円

市場事業

市場使用料や施設使用料など

市場内の業者が納めたお金

３.５億円

１.４億円

45%

18%

29%

人件費や光熱水費，施設の管理な

どに使われたお金

64%

１.８億円

４.２億円

０.５億円

２.３億円

支出総額 ６.５億円

8%8%０.６億円

2.8 2.7 2.6 2.6 2.7 2.6 2.6 2.7 2.7

0.7 0.7
0.6 0.6 0.6 0.6 0.6

0.9 0.8

3.5 3.4
3.2 3.2 3.3 3.2 3.2

3.6 3.5

0

1

2

3

4

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

市場使用料

施設使用料

施設使用料が事業収入

全体の約8割程度を占め

ています。

施設の改修費など

28%
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　平成18年度から公益財団法人柏市医療公社が指定管理者として施設の管理
運営を行っています。主に施設を建設するときに借り入れたお金の返済を一
般会計からの繰入金で賄っています。

　平成12年度から令和5年度までを計画期間として北柏駅北口の土地区画整
理を行っています。
　特定の収入がないため，一般会計からの繰入金で事業費を賄っています。

　介護老人保健施設「はみんぐ」の管理
や運営にかかった経費を処理する会計で
す。

　北柏駅北口の土地区画整理事業にか
かった経費を処理する会計です。

一般会計繰入金

その他

市債

公債費

事業費

備品購入費，工事請負費など

０.７億円
39%

収入総額 １.８ 億円

介護老人保健

施設事業

50%

施設を建設するときに借り入れた

お金の返済金

47%

53%

０.８億円

０.９億円

０.９億円

支出総額 １.７億円

一般会計繰入金

その他

市債

国県支出金

公債費

事業費

収入総額 １０.３億円

北柏駅北口土地

区画整理事業

１.６億円

４.７億円 ８.９億円

支出総額 ９.０億円

指定管理者の負担金など
11%

15%

１.１億円

２.９億円

46%

11%

28%

０.２億円

０.１億円

99%

1%

事務費，工事や補償などに使われ

たお金
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　介護保険サービスの利用にかかった経
費のうち，保険負担分の支払いを処理す
る会計です。

　介護保険サービスの利用（１割または２割，３割の自己負担を除く）にか
かった経費は，支払基金交付金を含む保険料や国・県支出金のほか，一般会
計からの繰入金で賄われています。

　保険で負担する経費のうち，約半分が保険料で賄われています。高齢化に
伴い，介護が必要な方や介護サービスの利用の増加に伴う支払額が増え続け
ています。

《第１号被保険者の保険料基準月額の推移》 《要介護（要支援）認定者と保険給付費の推移》

一般会計繰入金

支払基金交付金等

国・県支出金

保険料

その他

保険給付費

ホームヘルパーによる食事・掃

除・洗濯・買い物などの生活援助

や身体介護，デイサービスや通所

リハビリテーション，特別養護老

人ホームの利用など，介護サービ

スの利用にかかった経費のうち保

険で負担したお金国庫支出金など

介護保険事業

医療保険に加入している人（40歳

以上65歳未満）が保険料として納

めたお金など

介護保険に加入している人（65歳

以上）が納めたお金

７０.０億円

８５.４億円

３７.６億円

27%

33%

10%

90%２３１.８億円

152
166 178

193 202 209 221 231
11,302人

17,139人

0

50

100

150

200

250

300

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

保険給付費（億円） 要介護認定者

26%

14%

６８.４億円

支出総額 ２５７．１億円
収入総額 ２６１．４億円

3,700円/月
4,200円/月

4,900円/月
5,600円/月

第４期

（H21～H23)

第５期

（H24～H26)

第６期

（H27～H29)

第７期

（H30～Ｒ2)

保険給付の増加に

伴 い 保 険 料 も 上

がっています。

地域支援事業費など ２５.３億円
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　旧沼南地域の小学校（7校）と中学校（4校）の給食は，学校給食センター
で調理・配送しています。給食の提供に必要な経費のうち，食材費は保護者
の皆さんなどが納めた給食費で賄われ，それ以外の経費は一般会計からの繰
入金で賄われています。

　貸付資金の財源は，国からの無利子借入金や一般会計からの繰入金で賄わ
れています。

　旧沼南地域の小中学校（11校）の給
食の提供にかかった経費を処理する会計
です。

　母子家庭の母などが，児童の就学など
でお金が必要となったときの貸し付けに
かかった経費を処理する会計です。

一般会計繰入金

その他

給食費

事業費

事務費等

収入総額 ４.８億円

学校給食

センター事業

保護者の皆さんや学校の先生など

が給食費として納めたお金

２.４億円 50%

4%

人件費や施設の維持管理費など

食材費（2.4億円）のほか，給食

の調理・配送に使われたお金

83%

17%

３.８億円

０.８億円

０.２億円

人件費や光熱水費，施設の維持管

理費など，食材費以外の支払いに

充てています

46%

２.２億円

支出総額 ４.６億円

繰越金など

一般会計繰入金

その他

諸収入

貸付金等

貸付資金として国から借り入れた

お金や繰越金

０.１億円
20%

収入総額 ０.５億円

母子父子寡婦

福祉資金貸付事業

40%

貸し付けたお金や事務費として

使ったお金

０.４億円
０.２億円

支出総額 ０.４億円

貸し付けたお金の返済金など

０.２億円
40%
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　後期高齢者医療制度に加入している人
が病院にかかったときの医療費のうち，
保険負担分を処理する会計です。

　都道府県単位で設立された広域連合が実施主体となり一律の保険料計算が
行われています。医療費のうち保険者負担分として，加入者が市町村に納め
た保険料と低所得者の保険料軽減のための一般会計からの繰入金を，千葉県
後期高齢者医療広域連合に納付しています。

《後期高齢者医療制度の財政運営》

後期高齢者医療制度の財政は，被保険者のみなさんに納め
ていただく保険料のほかに国，県，市町村の公費負担，後
期高齢者医療制度以外の保険制度に加入している現役世代
のみなさんからの支援金によって運営されています。

一般会計繰入金

保険料

その他

その他

広域連合納付金

75歳以上の人が病気やけがで病

院にかかったときの医療費のう

ち，保険で負担したお金

収入総額 ５０.５億円

後期高齢者

医療事業

保険に加入している人（主に75歳

以上）が納めたお金

４２．３億円

７.５億円

84%

3%

97%

１.６億円

４８．４億円

1%

15%

０.７億円

支出総額 ５０.０億円

事務費など

繰越金など

医療費総額

一部負担金

お医者さんに

かかるときの

自己負担

（１割又は

３割）

保険で賄う医療給付費

公費 約５割

国，県，市町村負担金
[国：県：市町村＝４：１：１]

保険料

約１割
みなさんが

納める保険料

後期高齢者支援金 約４割
各医療保険（健保組合，国保など）の被保

険者（0～７４歳）の保険料
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　+本年度末歳計外現金残高

臨時損失

臨時利益

純行政コスト

業務活動収支

うち
現金預金

貸借対照表（ＢＳ） 純資産変動計算書（ＮＷ）

資金収支計算書（ＣＦ） 行政コスト計算書（ＰＬ）

資産

負債

詳しい内容は「柏市の財務書類【統一的な基準】（平成30年度決算）【市ホームページ】」で見る
ことができます。

http://www.city.kashiwa.lg.jp/soshiki/040100/p007588.html

統一的な基準では，財務書類４表（貸
借対照表，行政コスト計算書，純資産
変動計算書，資金収支計算書）を作成
します。

投資活動収支

前年度末残高

純行政コスト

財源

固定資産等の変動

本年度末残高
純資産

財務活動収支

前年度末残高

本年度末残高

経常費用

経常収益

　財務書類４表はそれぞれ上の図のような相関関係にあります。
　なお，企業会計の書類で置き換えると，貸借対照表は貸借対照表，
行政コスト計算書は損益計算書，純資産変動計算書は株主資本等変動
計算書，資金収支計算書はキャッシュ・フロー計算書に相当します。
次のページから，それぞれの財務書類について説明していきます。
（※表示単位未満を四捨五入しているため，合計値等が表示と一致しない場合があります。）

８

財務書類４表の

相互関係

発生主義・複式簿記に基づく全国統一的な基準による

財務書類を平成２8年度決算から作成しています。こ

こでは一般会計等を範囲とする財務書類を説明しま

す。

柏市の財務書類ってあるの？
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　貸借対照表は，期末時点における資
産や負債の状態を示す書類です。左側
の「借方」は資産をどのような形でど
れだけ保有しているのか，右側の「貸
方」は過去の調達状況や，将来の負担
状況を表します。

資産合計 4,548

その他
8

　（1年以内の延滞債権など）

基金
105

　（財政調整基金）

　流動資産 207

現金預金 94

投資その他の資産
578

　（関係団体への出資や基金，延滞債権など）

　（道路や公園など）

無形固定資産 9

　物品 8

有形固定資産 3,755

　事業用資産
2,047

　（庁舎や学校など）

　インフラ資産
1,700

　資産の部 4,548

　固定資産 4,341

科目 金額

・有形固定資産

市民サービスや行政

活動を行うために，過

去に取得した資産

土地や建物，工作物

となど

・投資その他の資産

財政調整基金以外の

基金や，関係団体への

出資金など

建物や工作物は

「減価償却」を

した後の金額に

なります。

日々の支払に使う預金

に加えて，財源調整機

能を持つ財政調整基金

や当年度に発生した未

収入の債権など

貸借対照表

～『資産は大きいほど良いの？』～
資産は市民サービスのために不可欠なものですので，多くの資産があれ

ば様々なサービスを享受できるかもしれません。しかし，多額の地方債

の発行による将来負担や多額の維持費，更新費用が必要となる可能性が

あります。資産も身の丈にあったものである必要があり，負債が過大で

ないか，資産の老朽化が進んでいないかといった点に留意が必要です。
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（単位：億円）

負債及び純資産合計 4,548

　純資産の部 3,428

純資産 3,428

その他
45

　（リースの翌年度支払分や預り金など）

賞与等引当金
15

　（翌年度の賞与支給額のうち当年度発生分）

156

1年内償還予定地方債
95

　（翌年度に償還する地方債）

　（期末時点で退職手当の支給に必要な額）

その他

　流動負債

13
　（リースの未払金など）

地方債
790

　（翌々年度以降に償還する地方債）

退職手当引当金
161

　負債の部 1,121

　固定負債 965

　負債は，将来現金として支出するものであり，将来世代が負担するも
のです。一方，純資産は，過去の世代が資産形成に対して負担した額の
蓄積であると言えます。過度な将来負担は財政を圧迫しますが，世代間
のバランスの点や資産の老朽化の点からは適正な負担の上で資産を構築
する必要があります。

科目 金額

・地方債

過去の資産形成のために

借り入れた地方債の残高

・退職手当引当金

期末時点で全職員が自己

都合退職をした場合に必要

な金額

・リースの未払金

リースで購入した資産の

未払金

・賞与等引当金

翌年度６月支給賞与の

対象である１２月～３月

までの勤務対価額

・預り金

市の歳入とはならない

歳計外現金。将来返済義

務のあるもの

家計や企業と一緒で，資産

の購入や設備投資は将来に

わたる負担状況を考えて行

う必要があります。

～『引当金』って…～
発生主義に基づくもので，適切な期間損益を行うため，費用をその発

生年度に計上し，将来負担額を計上する科目です。例えば，翌6月に支

給する賞与の支給対象期間（12月～5月）のうち，１２月～３月の支

払要件は前年度に発生するので，該当する4か月分を前年度に費用と

し，将来負担する債務「賞与等引当金」として計上します。
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（単位：億円）

(注)「0」は単位未満の計数あり

　行政コスト計算書は，１年間の行政
サービス提供にかかったコストから，
使用料等を差し引いた正味の行政コス
トを表します。

14

521

82

　経常収益

使用料及び手数料

その他

金額

1,031

509

200

296

他会計への繰出金

その他

49

32

　（諸収入など）

　臨時損失

　臨時利益

純行政コスト

17

1

1

982

338

101

0
　（賠償金など）

その他の業務費用

（※2徴収不能引当金繰入額や支払
利息，過誤納還付金など）

　移転費用

補助金等

社会保障給付

科目

　経常費用

　業務費用

人件費

物件費等（※1減価償却費含む）

行政サービスを行うた

めの費用。給与や外部

委託などの消費的経費

の他に，減価償却費や

徴収不能引当金の繰入

額など現金支出の発生

しない費用も含む

市税や交付税は

行政コスト計算

書の収益ではな

く，純資産変動

計算書の「財

源」で計上しま

す。

行政コスト計算書

市民や団体への補助

金，生活保護費や児童

手当，こども医療費助

成，他会計への繰出金

など

臨時的に発生する利益

や損失。資産の売却損

益など

※1減価償却費

建物や工作物，物品などは，その使用効果が取得年度単年度で終わるわけ

ではないことから，その取得額を耐用年数にわたりコストとします。

※2徴収不能引当金繰入額

過去の実績を元に，最終的に徴収が出来ないと予測される債権額を見込ん

だ「徴収不能引当金」に対する引当不足額をコストとします。
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（単位：億円）

(注)「0」は単位未満の計数あり

（単位：億円）

　純資産変動計算書は，税収や国県の
支出金なども含めて１年間の行政コス
トがまかなえたかどうかを示すととも
に，純資産の変動要因を表します。

科目 合計金額
※2固定資産

等形成分
※3余剰分
（不足分）

　前年度末純資産残高 3,271 4,295 △ 1,024

　純行政コスト（△） △ 982 △ 982

　財源（税収等・国県等補助金） 1,104 1,104

　※1本年度差額 122 122

　固定資産等の変動（内部変動） 69 △ 69

　資産評価差額，無償所管換等，その他 34 34 0

　投資活動収支 △ 116

　財務活動収支 △ 45

　本年度末純資産残高 3,428 4,399 △ 971

　資金収支計算書は，１年間の資金の
収支状況を３つの活動区分に分類して
表します。

科目 金額

　本年度末資金残高（歳計外現金含む） 94

　本年度純資産変動額 156 103 53

　本年度資金収支額 1

　本年度歳計外現金増減額 1

　前年度末資金残高（歳計外現金含む） 93

　業務活動収支 162

純資産変動計算書

資金収支計算書

※1本年度差額

税収や交付税，国県等補助金を含めた上での１年間の収支状況を表します。

※2固定資産等形成分・※3余剰分（不足分）

有形固定資産や基金などの形で保有する純資産を固定資産等形成分とし，純

資産合計額との差額が余剰分（不足分）となります。△は期末時点での不足分

を意味し，将来の借入金の返済等に必要となる金銭所要額を示しています。

業務活動収支

扶助費や物件費など

経常的な行政サービス

に関する収支

投資活動収支

公共事業や施設整

備，基金の繰入や取崩

に関する収支

財務活動収支

地方債の発行や償還

に関する収支
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1．資産形成度はどうなっているか

２．世代間の公平性はどうなっているか

３．健全性はどうなっているか

４．効率性はどうなっているか

５．受益者負担はどうなっているか

受益者の負担状況はどの程度か

（増減）

1.6万円

1.1%

（増減）

1.8%

平成３０年度

4.8%

現世代までの負担で資源蓄積がどの程度できたか

※1支払利息支出を除く。
※2基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

※特例地方債を除く
▲1.1%

（増減）

▲1.4万円

13.9億円

（増減）

0.1万円

（増減）

▲0.2%

将来世代の負担がどの程度残っているか

平成３０年度

108.3万円

61.3%

平成３０年度

75.4%

資産の老朽化がどの程度進んでいるか
※物品，建設仮勘定除く

地方債残高※÷（有形固定資産＋無形固定資産）

受益者負担比率 5.0%

算定方法・指標からわかること

純資産÷資産合計
純資産比率 73.6%

63.4億円

指標項目

11.9%

平成３０年度

26.7万円

77.3億円

平成３０年度

23.4万円

　財務書類の計数を活用することで，以下のような各種指標の算定が可能となり
ます。次の５つの観点から，指標を算定しました。

指標項目

市民１人あたり資産額 106.7万円

算定方法・指標からわかること

指標項目

市民１人あたり負債額 28.1万円 負債合計÷住民基本台帳人口

平成２９年度 算定方法・指標からわかること

業務活動収支※１＋投資活動収支※２

地方債の発行・償還を除いた収支は黒字かどうか

算定方法・指標からわかること

資産合計÷住民基本台帳人口

平成２９年度

減価償却累計額÷（ ※1有形固定資産-土地+減価償却累計額）

平成２９年度

指標項目 算定方法・指標からわかること

経常収益÷経常費用

平成２９年度

指標項目

市民１人あたり行政コスト 23.3万円 行政コスト÷住民基本台帳人口

平成２９年度

社会資本等形成の
世代間負担比率

13.0%

有形固定資産
減価償却率

60.2%

基礎的財政収支

財務書類から何がわかるの？
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1．資産形成度はどうなっているか

２．世代間の公平性はどうなっているか

　今後も，将来世代への負担の減少に努める必要があります。

　純資産比率は，中核市平均とほぼ同水準となっていますが，この数値が減少し
ないように維持し，将来世代への過度な負担とならないよう努める必要がありま
す。
　社会資本等形成の世代間負担比率は，中核市平均値を下回っていますが，引き
続き新規借り入れの抑制，高利率の地方債の借替えを行うなど，地方債残高の圧
縮が必要です。

　公共施設の老朽化に合わせて，建て替えや長寿命化が必要となってくる
ことが想定されます。

　住民一人当たり資産額は中核市平均値を大きく下回っています。施設保有量が
中核市平均値と比べて低い水準にあるためです。
　一方で有形固定資産減価償却率については，中核市平均値とほぼ同水準となっ
ています。公共施設の適正管理をするとともに，今後の保全，整備には各世代へ
の負担の平準化のために基金や起債の活用が必要となってきます。

　財務書類のデータ等による指標を分析し，類似団体と比較することにより，市
の財政状況を多角的に分析することが可能になります。他団体で比較した状況は
次のとおりです（一般会計等に係る指標）。
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社会資本等形成の

世代間負担比率

財務書類から何がわかるの？
（平成２９年度※財務書類の団体間比較①）

（％）

（％） （％）

※平成３０年度は集計中のため，平成２９年度財務書類で比較。中核市平均値は平成2９年度中核市４８市の平均値

（万円）
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３．健全性はどうなっているか

４．効率性はどうなっているか ５．受益者負担はどうなっているか

増減

1.4万
円
△
2.4%

△1.2万円

　創意工夫により，コストの削減
に努めています。

　引き続き市単独事業の見直しや窓口
委託等のアウトソーシング等，行政運
営の効率化を進めます。

　受益者負担の割合は，類似団体とほ
ぼ同水準です。

　経常経費の維持補修費の割合が大きい
ため，公共施設等総合管理計画等に基づ
き，老朽化した施設の長寿命化等を図る
ことにより，削減に努めます。

0.3億
円

　引き続き健全な財政運営を行っていく必要があります。

　住民一人当たりの負債額は，中核市平均値を下回っています。平成１７年度以
降，償還額以上の借入をしていないことや職員の新陳代謝により，退職手当引当
金が減少し，負債の減少につながっています。
　基礎的財政収支は，中核市平均値を上回っており，業務活動収支の余剰内で，
投資を行っていることが分かります。

指標は比較することで全体のおおまかな傾向を捉えるのに有効ですが，

単年度に発生した取引の影響で大きく数値が変動する場合があるなどの

留意が必要であり，多角的な情報把握に努める必要があります。
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受益者負担の割合

財務書類から何がわかるの？
（平成２９年度財務書類の団体間比較②）

（万円） （百万円）

（万円）
（％）
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（単位：億円） （単位：億円）

（単位：億円） （単位：億円）

　統一的な基準では，特別会計や公営企業会計を含めた「全体財務書類」，
一部事務組合や土地開発公社等を含めた「連結財務書類」を作成していま
す。

金額

1,791

678

純資産の部

科目

資産の部

固定資産

有形固定資産

金額 金額科目

負債の部

固定負債

1,113

6,803

6,343

460

2,182

222流動負債5,733

119

491

6,803

4,399

負債及び純資産合計

科目

経常費用

　業務費用

　移転費用

経常収益

2,404

192

0

1,599

科目 金額 科目 金額 科目 金額

臨時損益

純行政コスト

無形固定資産

投資その他の資産

流動資産

資産合計 6,803

2,593 経常費用 2,210

固定資産 6,658 固定負債 2,288 　業務費用 784

資産の部 7,209 負債の部

　移転費用 1,426

無形固定資産 171 純資産の部 4,616 経常収益 286

有形固定資産 6,063 流動負債 305

純行政コスト 1,923

投資その他の資産 425 臨時損益 0

資産合計 7,209 負債及び純資産合計 7,209

流動資産 551

特別会計や関係団体を含めた財務書類は？

全体貸借対照表 全体行政コスト計算書

連結貸借対照表 連結行政コスト計算書

対象となる団体と会計間，各会計間などの取引は

「内部取引」として除外されています。連結会計に

なると貸借対照表の規模が一般会計等の約１．６倍

になります。
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